
１０ 国民健康保険事業  

 

（令和元年度の事業の特徴） 

歳入は、県支出金のうち保険給付費等交付金普通交付金が前年度に比べ約３１，０００

千円減額となった。これは、交付金算定の算出基礎となる歳出側の保険給付費が、同じく

減額となったためである。 

支払準備基金の取り崩しは１３，１５４千円で、前年度に比べ８，３３２千円の減額と

なった。 

 

 

 

令和元年度国保会計収支決算の状況 

    歳 入 総 額             ３７４，１２３，３６０円 

    歳 出 総 額             ３６１，６５７，０５０円 

    差 引 額              １２，４６６，３１０円 

    翌年度へ繰越すべき金額            ０円（国庫負担金等返還金） 

    決 算 積 立 額              １０，０００，０００円 

    翌年度繰越金               ２，４６６，３１０円 

 

 歳入には、基金繰入金１３，１５４千円及び前年度繰越金９，１２０千円が財源として

充てられているので、それらを除いた単年度収支は９，８０８千円の赤字となった。 

 

 

予 算 の 補 正 の 状 況                                 

 療養給付費の状況等により次のとおりの補正を行った。 

当初 

予算額 

第１号補正 

(元年６月) 

第２号補正 

(元年12月) 

第３号補正 

(２年２月) 

第４号補正 

(２年３月) 

最終 

予算額 

381,202千円 2,888千円 2,277千円 △1,593千円 △16,840千円 367,934千円 

 前 年 度 繰 越

金 

国保税の増 保 険 給 付 費

等 交 付 金 の

減 

保 険 給 付 費

等 交 付 金 の

減 、 保 険 給

付費の減 
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１．収支の状況 

１）歳 入 

科     目 
決 算 額         

円 

前年比較 

円 

総額に対する割合 

% 

前年度の割合 

% 

 

1 国 民 健 康 保 険 税         87,686,759 303,326 23.44 21.11 

2 使用料及び手数料  15,700 △200 0.00 0.00 

3 国 庫 支 出 金         90,000 90,000 0.02 0.00 

4 療養給付費交付金 0 0 0.00 0.00 

5 前期高齢者交付金 0 0 0.00 0.00 

6 県 支 出 金 239,596,259 △31,974,477 64.04 65.62 

7 共同事業交付金                  0 0 0.00 0.00 

8 財 産 収 入                  1,462 △17 0.00 0.00 

9 繰 入 金                  34,938,137 △9,336,848 9.34 10.70 

10 繰 越 金                  9,120,183 △1,049,428 2.44 2.46 

11 諸 収 入                  2,674,860 2,226,104 0.72 0.11 

歳 入 合 計                  374,123,360 △39,741,540    100.00    100.00 

 

(1) 国民健康保険税 

 地方税法施行令の改正に伴い医療分の賦課限度額について引き上げを行った。 

 

  項目 改定後 改定前  国保税科目別収納状況（現年度分のみ） 

医
療
分 

応能割 
所得割 7.50% 7.50%  科目 収納額 前年比 収納率 前年比率 

資産割 31.00% 31.00%  医療一般 57,993 257 97.01 △1.18 

応益割 
均等割 16,000 16,000  医療退職 19 △272 100.00 0.00 

平等割 21,000 21,000  支援一般 19,710 △46 97.09 △1.16 

賦課限度額 61万円 58万円  支援退職 7 △99 100.00 0.00 

支
援
金
分 

応能割 
所得割 2.25% 2.25%  介護一般 7,946 188 94.82 △1.16 

資産割 10.50% 10.50%  介護退職 7 △129 100.00 0.00 

応益割 
均等割 8,500 8,500  （単位：千円・％） 

平等割 6,000 6,000 

 

賦課限度額 19万円 19万円 

介
護
分 

応能割 
所得割 2.83% 2.83% 

資産割 15.00% 15.00% 

応益割 
均等割 11,000 11,000 

平等割 7,000 7,000 

賦課限度額 16万円 16万円 
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（2）使用料及び手数料  主に督促手数料 

 

（3）国庫支出金 

    制度改正に係るシステム改修経費の補助 

 

（4）療養給付費交付金 

   平成30年度から国保財政の県単位化に伴い県会計へ集約されている。 

 

（5）前期高齢者交付金 

    上記に同じ。 

 

 （6）県支出金 

    普通交付金が２３３，４８２千円、特別交付金が６，１１４千円となった。 

 

 （7）共同事業交付金 

    平成30年度の国保財政県単位化に伴い廃止となった。 

 

 （8）財産収入  基金積立金の利子 

 

 （9）繰入金 

    一般会計繰入金のうち保険基盤安定繰入金は、一般被保険者の保険税 

軽減額分として１０，３０８千円（△７２９千円）、保険者支援分７，０９８千円

（△３２２千円）を繰入れた。基金繰入金は、１３，１５４千円（△８，３３２千

円）を繰入れた。 

 

 （10）繰越金  前年度繰越金９，１２０千円（△１，０４９千円） 

 

 （11）諸収入 

    被保険者返納金、保険給付費等交付金普通交付金余剰金及び国保税延滞金等 
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２）歳 出 

科    目 
決算額 

円 

前年比較 

円 

総額に対する割合 

% 

前年度の割合 

% 

 

1 総 務 費         2,643,259 △156,984 0.73 0.71 

2 保 険 給 付 費         234,399,180 △31,747,833 64.81 67.59 

3 後期高齢者支援金 0 0 0.00 0.00 

4 前期高齢者納付金 0 0 0.00 0.00 

5 老 人 保 健 拠 出 金         0 0 0.00 0.00 

6 介 護 納 付 金         0 0 0.00 0.00 

7 共 同 事 業 拠 出 金         0 0 0.00 0.00 

8 国民健康保険事業費納付金 113,952,514 4,392,510 31.51 27.83 

9 保 健 事 業 費         8,095,243 △1,422,403 2.24 2.42 

10 基 金 積 立 金         1,462 △17 0.00 0.00 

11 諸 支 出 金         2,565,392 △3,152,940 0.71 1.45 

12 予 備 費         0 0 0.00 0.00 

歳 出 合 計       361,657,050 △32,087,667    100.00    100.00 
 

 

(1) 総務費  総務管理費、徴税費、運営協議会費 

 

(2) 保険給付費 

 一般分   ２３２，５６８千円 （△２５，００９千円：対前年度比、以下同じ） 

退職分       １２７千円 （△６，０８３千円） 

 

・一般被保険者の内訳 

 療養給付費 ２０７，３１３千円 （△２０，７５２千円、△９．１０％） 

療養費       ９８５千円 （△２２６千円、△１８．６６％） 

高額療養費  ２４，２５７千円 （△４，０４４千円、△１４．２９％） 

高額介護合算療養費  １３千円 （＋１３千円） 

移送費の給付はなかった。 

 

・退職被保険者等の内訳 

 療養給付費     １２７千円 （△４，３２２千円、△９７．１５％） 

 療養費         ０千円 （△４千円、△１００％） 

 高額療養費       ０千円 （△１，７５７千円、△１００％） 

 高額介護合算療養費及び移送費の給付はなかった。 

 

・その他の給付 

 結核精神給付金   ４１４千円 （＋３１千円） 

 出産育児一時金 １件４２０千円 葬祭費２件６０千円 
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◎参考資料 

令和元年度（３月～２月診療分）国保保険者別１人当たり医療費速報値 

保険者名 １人当医療費（円） 伸び率（％） 県内順位 

県計 ３７２，４４９ ＋３．４２ ― 

南木曽町 ３３５，１８８  △７．０３ ５７位 

 

＊国保連合会提供数値で、一般・退職の合計。 

＊過誤調整等が反映された町の数値と若干異なる。 

 

 

(3) 後期高齢者支援金 平成30年度の国保財政県単位化に伴い県会計へ。実績０ 

 

(4) 前期高齢者納付金 上記に同じ。 

 

(5) 老人保健拠出金  上記に同じ。 

 

(6) 介護納付金    上記に同じ。 

 

(7) 共同事業拠出金  県単位化に伴い廃止 

 

(8) 保健事業費 

 特定健康診査・特定保健指導事業 ５，６９１千円 （△７７８千円） 

がん検診等補助           ２４４千円 （△４１千円） 

人間ドック補助         １，８９１千円 （△４４１千円） 

 

(9) 積立金  基金利子積立金 

 

(10) 諸支出金 償還金及び還付加算金 

 

 

 

２．支払準備基金の状況 
平成30年度末  基金残高    ８０，１７１千円 

平成30年度   決算積立    １１，０００千円 

令和元年度   基金利息         １千円 

令和元年度   基金取崩    １３，１５４千円 

令和元年度末  基金残高    ７８，０１８千円 

     

 

221



２）被保険者等の推移（各年度3月31日現在）※事業月報A表

３）被保険者異動状況（令和2年3月31日現在）※事業年報A表

資格管理及び給付事務

普通徴収６月～３月　年１０回　特別徴収４月～３月　年６回

６月本算定

2世帯

7,777千円

限度超過額 1,425千円

1,085千円

軽減世帯 107世帯

軽減額

限度超世帯 7世帯

547世帯

軽減世帯

19,968千円

 世帯数 1,731世帯 535世帯 30.91%

計

311世帯

 区　分 一般被保険者数

３. 事業の実績関係

１）被保険者の加入状況 （令和2年3月31日現在）

 区分 町全体  国保加入数  加入率
 前年度

31.01%

 人口 4,065人 827人 20.34% 20.46%

世帯数

29年度 883人 99.0% 9人 1.0% 892人 572世帯

99.6% 3人 0.4% 841人

退職被保険者数 合　　計

543世帯

元年度 827人 100.0% 0人 0.0% 827人 535世帯

30年度 838人

元年度中増
転　入 社保脱退 生保廃止 出　生 後期高齢離脱 その他

46人 96人 0人 1人 0人 5人 148人

元年度中減
転　出 社保加入 生保開始 死　亡 後期高齢加入 その他 計

24人 66人 1人 3人 65人 3人 162人

４）国保担当職員

住民課住民係　　　　１名　

保険税賦課及び徴収事務 税務会計課税務係　　１名 計２名

５）保険税

　(1) 賦　課　期　日 ４月１日　

　(2) 納　　　　　期

　(3) 税率及び賦課割合（一般分及び退職分）

(医療) （６月本算定状況における平成31年4月1日現在）

区分 税　率 賦 課 額 賦課割合 課税対象 軽減額 6,816千円

応能割
所得割 7.50 % 34,745千円 53.09% 463,274千円

資産割 31.00 % 6,190千円 9.46%

16,000円 13,632千円 20.83% 854人

平等割 21,000円 10,883千円 16.63% 調定額 57,263千円

合　　　計 65,450千円 賦課限度額 610,000円  応益割合(一般) 38.29%

応益割
均等割

(後期高齢支援)

区分 税　率 賦 課 額 賦課割合 課税対象 軽減額 2,831千円

応能割
所得割 2.25 % 10,423千円 45.53% 463,274千円 軽減世帯 311世帯

資産割 10.50 % 2,097千円 9.16% 19,968千円 限度超過額 483千円

応益割
均等割 8,500円 7,259千円 31.71% 854人 限度超世帯 7世帯

平等割 6,000円 3,116千円 13.61% 547世帯 調定額 19,557千円

合　　　計 22,895千円 賦課限度額 190,000円  応益割合 46.29%

(介護)

区分 税　率 賦 課 額 賦課割合 課税対象

応能割
所得割 2.83 % 4,405千円 47.79% 1,555,660千円

資産割 15.00 % 656千円 7.12% 4,373千円 限度超過額 349千円

応益割
均等割 11,000円 2,728千円 29.60% 248人 限度超世帯

平等割 7,000円 1,428千円 15.49% 204世帯 調定額

合　　　計 9,217千円 賦課限度額 160,000円  応益割合 46.87%
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（内一般分　6,568,200円）

（後期高齢者支援金）

（内一般分　2,725,200円）

（介護）

（内一般分　1,015,200円）

均等割 平等割 平等特定 平等特
定継続

694,100円

18,900268,800 0

平等特
定

均等割

（後期高齢者支援金）
 調　定　額　計  １世帯当り

1,7003,000 1,500 1,200

２割軽減

対象者数

　(4) 保険税の軽減等

＊保険基盤安定負担金繰入金額算出基礎表（平成31年4月1日現在）

（医療）

区　分
 ７割軽減 ５割軽減

均等割 平等割 平等特定 平等特定
継続

平等割 平等特
定

平等特定
継続

均等割 平等割 平等特定
世帯

平等特
定継続

 軽減額(円）11,200 14,700 7,350 11,025 8,000 10,500 5,250 7,875 3,150

対象者数 164人 124世帯 8世帯 1世帯 152人 0世帯17世帯 3世帯78世帯 127人 64世帯 9世帯

3,200 4,200 2,100

819,000 89,250 23,625 406,400 軽減額(円）1,836,800 1,822,800 58,800 11,025 1,216,000

平等特定
継続

均等割 平等割

計 3,729,425円 2,147,875円

合　計 6,571,400円

平等特定
継続

2,250 600

3世帯

区　分
 ７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

均等割 平等割 平等特定

 軽減額(円）5,950 4,200 2,100 3,150 4,250 900

対象者数 164人 124世帯 8世帯 1世帯 152人 78世帯 17世帯 0世帯127人 64世帯 9世帯

5,400 軽減額(円）975,800 520,800 16,800 3,150 215,900 0

計 1,516,550円 912,250円 298,100円

646,000 234,000 25,500 6,750 76,800

合　計 2,726,900円

区　分
 ７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

均等割額 平等割額 均等割額 平等割額

27世帯

均等割額 平等割額

 軽減額(円） 7,700 4,900 5,500 3,500 2,200 1,400

203,500 112,000 72,600

49人 44世帯 37人 32世帯 33人

37,800

計 592,900円 315,500円 110,400円

合　計 1,018,800円

 軽減額(円） 377,300 215,600

　(5) 賦課額 　（現年度分　令和2年5月31現在)　　　

（医療）
 調　定　額　計  １世帯当り  １人当り

(千円) 前年度(千円) (円) 前年度(円) (円)

一般被保険者 58,958 58,438 71,465

19 291 -

前年度(円)

69,819

前年度(円)

97,017

合　　　計 58,977 58,729 110,653 108,557 71,465 69,916

退職被保険者

19,984 24,275

 １人当り

(千円) 前年度(千円) (円) 前年度(円) (円)

23,876

退職被保険者 7 107 - 35,661

一般被保険者 20,027

前年度(円) (円)

合　　　計 20,034 20,091 37,589 37,137 24,275

35,074 33,196

23,918

（介護）
 調　定　額　計  １世帯当り  １人当り

(千円) 前年度(千円) (円)

137 -

前年度(円)

一般被保険者 8,242 8,000

68,342

合　　　計 8,249 8,137 40,841 40,282 35,074 33,486

退職被保険者 7
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1 世帯 1 名 ）

（後期高齢者支援金）

（後期高齢者支援金）

（介護）

63人 56人 93人41人

100～140

38 61

(未申告又は所得不明

600～

合　　計

合　　計

854人

25

11人

400～500 500～600

500～600 600～

　(6) 所得区分別納税義務者数 (平成31年4月1日現在・資格遡及者を含まない)

（医療）

 区　分 給与所得者 営業所得者 農業所得者 その他所得 所得なし 合　　計

76人 841人

世帯数 159世帯 72世帯 3世帯 243世帯 62世帯

営業所得者 農業所得者 その他所得 所得なし

539世帯

被保険者数 250人 148人 4人 363人

合　　計

世帯数 159世帯 72世帯 3世帯 243世帯 62世帯 539世帯

 区　分 給与所得者

その他所得 所得なし 合　　計

被保険者数 250人 148人 4人 363人 76人

52世帯 0世帯 56世帯 24世帯

841人

（介護）

 区　分 給与所得者 営業所得者 農業所得者

199世帯

被保険者数 76人 71人 0人 65人 28人 240人

世帯数 67世帯

　(7) 総所得金額の段階別納税義務者数 (平成31年4月1日現在・資格遡及者を含む) （所得区分：万円）

（医療）

所得区分 な し  33万円以下  33～40  40～60  60～80  80～100 100～140

世帯数 96 45 21 34 42 38 61

被保険者数 118人 59人 33人 41人 63人 56人 93人
所得区分 140～180 180～220 220～300 300～400 400～500 500～600 600～ 合　　計

世帯数 58 35 41 31 17 12 16 547世帯

被保険者数 102人 58人 69人 54人 41人 25人 42人 854人

所得区分 な し  33万円以下  33～40  40～60  60～80  80～100

世帯数 96 45 21 34 42

所得区分 140～180 180～220 220～300 300～400

59人 33人被保険者数 118人

世帯数 58 35 41 31 17 12 16 547世帯

102人 58人 69人 54人 41人 25人 42人被保険者数

世帯数 58 15 7 11

所得区分 な し  33万円以下  33～40

18人 8人 12人 13人

 80～100 100～140

12 11

 40～60  60～80

14人 31人

所得区分 140～180 180～220 220～300 300～400 400～500

被保険者数 62人

世帯数 16 11 10 11 4 6 7 204世帯

被保険者数 22人 15人 14人 16人 6人 6人 248人
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普
特

普
特

普
特

普
特

普
特

普
特

普
特

普
特

普
特

＊一般被保険者・退職被保険者　７割　　＊未就学児 ８割　　＊７０歳以上一般　８割
＊７０歳以上一定以上所得者　７割
＊結核及び精神による医療　１０割

４２０，０００円 （産科医療補償制度対象外出産は４０．４万円)

延べ交付件数　46件　　　

＊出産育児一時金　　　　　　

＊被保険者資格証 交付件数　　  ０件

＊葬祭費 　３０，０００円
＊短期被保険者証 実交付件数　12件

　(1) 一般状況
 ７）保険給付　

54.72

22,720,215 20,107,828

55,489

98.00

98.25
0

98.19

96.61

0

100.00

58.46

0 100.00

0

0 96.36

0

　６)収納状況 (令和2年5月31日現在) (単位：円・％）

区  分  調　定　額  収　納　額  未　収　額 収納率 不納欠損額 備考
前年度

一
般
分

医
療

現年度分
51,516,799 49,731,100 1,785,699

97.01
0 96.53

8,262,107 8,262,107 0 0 100.00

過年度分 7,768,362 1,209,946 6,417,957 15.57 11.72 140,459

計 67,547,268 59,203,153 8,203,656 87.64 87.39 140,459

支
援
金

現年度分
17,457,662 16,867,029 590,633

97.09
2,843,230 2,843,230 0

計

0 100.00

過年度分 2,419,323 397,569 1,981,702 16.43 11.63 40,052

2,572,335 88.50 88.58 40,052

介
護

現年度分
8,361,573 7,927,605 433,968 0 94.80

19,247 19,247 0 0 100.00

2,314,288 353,779 1,905,020 15.28 11.70

94.82 95.98

計 10,695,108 8,300,631 2,338,988 77.61 76.80 55,489

過年度分

合
計

現年度分
77,336,034 74,525,734 2,810,300

96.82
11,124,584 11,124,584 0

計

100.00

過年度分 12,501,973 1,961,294 10,304,679 15.68 11.70 236,000

0

100,962,591 87,611,612 13,114,979 86.77 86.55 236,000

100.00

退
職
分

医
療

現年度分
19,031 19,031 0

100.00 100.00

60,558 27,242 33,316 44.98 25.35

100.00

535 535 0 0

計 80,124 46,808 33,316 58.41 83.72 0

過年度分

支
援
金

現年度分
7,535 7,535 0

100.00
281 281 0

計

100.00

過年度分 4,790 4,790 0 100.00 63.39 0

12,606 12,606 0 100.00 96.01 0

介
護

現年度分
7,500 7,500 0

100.00 100.00
0 100.00

0 0 0 0 #DIV/0!

過年度分 8,233 8,233 0 100.00 0

計 15,733 15,733 0 100.00 94.73 0

合
計

現年度分
34,066 34,066 0

100.00

過年度分 73,581 40,265 33,316

100.00
0 100.00

816 816 0 0 100.00

35.47 0

計 108,463 75,147 33,316 69.28 88.65 0

総計

現年度分

77,370,100 74,559,800 2,810,300

96.82 98.01

0 96.36

11,125,400 11,125,400 0 0 100.00

88,495,500 85,685,200 2,810,300 0

過年度分 12,575,554 2,001,559 10,337,995 15.91 11.90 236,000

計 101,071,054 87,686,759 13,148,295 86.75 86.57 236,000
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　　療養の給付

◎一般被保険者分（３月－２月ベース） (単位：件・円）

区　分 件　数 費用額 保険者負担額 一部負担金 他法優先 国保優先

療養給付費 15,101 278,985,772 204,611,313 72,183,355 0 2,191,104

療養費等 165 1,358,689 985,149 373,540 0 0

計 15,266 280,344,461 205,596,462 72,556,895 0 2,191,104

（療養給付費の内訳）

区　分 件　数 対前年比 日　数 対前年比 費用額 対前年比

入　院 183 △ 18.30 2,664 △ 18.66 92,060,340 △ 12.19

入院外 7,455 △ 1.55 10,144 △ 3.10 92,945,620 △ 8.88

歯　科 1,480 △ 8.36 2,410 △ 11.40 16,799,390 △ 11.12

調　剤 5,963 △ 2.77 7,133 △ 4.52 70,138,880 △ 2.58

食事療養費 173 △ 18.40 7,018 △ 18.10 4,719,772 △ 18.07

訪問看護 20 △ 48.72 218 △ 41.08 2,321,770 △ 41.40

計 15,101 △ 3.09 15,436 △ 8.30 278,985,772 △ 9.26

注：食事療養費の件数と日数及び調剤の日数（枚数）は、計に含まない。

◎退職被保険者分（３月－２月ベース） (単位：件・円）

区　分 件　数 費用額 保険者負担額 一部負担金 他法優先 国保優先

療養給付費 30 181,010 126,707 54,303 0 0

療養費等 0 0 0 0 0 0

計 30 181,010 126,707 54,303 0 0

（療養給付費の内訳）

区　分 件　数 対前年比 日　数 対前年比 費用額 対前年比

入　院 0 △ 100.00 0 △ 100.00 0 △ 100.00

入院外 12 △ 68.42 16 △ 90.18 70,820 △ 98.22

歯　科 7 △ 41.67 9 △ 52.63 40,260 △ 63.58

調　剤 11 △ 68.57 13 △ 76.79 69,930 △ 95.72

食事療養費 0 △ 100.00 0 △ 100.00 0 △ 100.00

訪問看護 0 － 0 － 0 －

計 30 △ 65.12 25 △ 86.41 181,010 △ 97.15

注：食事療養費の件数と日数及び調剤の日数（枚数）は、計に含まない。

 (単位：件・日・円・％）

(単位：件・日・円・％）
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療養費等の状況

◎ 一般被保険者（３月～２月ベース）

◎ 退職被保険者（３月～２月ベース）

◎　 高額療養費

◎　 高額介護合算療養費

◎　 出産育児一時金、葬祭費、結核精神給付金

入院

入院外

5,8461900.0 160.8合計

5,902

5,751

1200.0

700.0

121.0

308.4

件　　　数

支給額（円)

区　　　分 出産育児一時金

420,000円

1件

入院外

歯科

13,261 △ 3.3

9,16312,468

11,351

22,133 △ 7.7

△ 7.5

△ 3.0

△ 93.7

4,426

4,473

4,443

110,914

20,047

240,818

１人当たり費用額

対前年比 ％

△ 7.9

△ 83.5

△ 87.5

155.0

△ 81.9

△ 23.1

△ 82.7

70,820

40,260

111,080

１日当たり費用額 １人当たり費用額

入院 △ 100.0 0 △ 100.0 0

歯科

合計

△ 5.6

区分

0.0

受診率(％）

１件当たり費用額

△ 94.4

△ 37.6

区分 受診率(％）

176.6

1088.0

対前年比 ％ (円)

503,062△ 15.5

2.0

△ 5.1

0.3

21.8

889.6

(円)

0.3

対前年比 ％

7.5

対前年比 ％

34,557

6,971

対前年比 ％

△ 100.0△ 100.0 0

7.9 109,857 △ 9.1

△ 6.0

(円)

△ 7.4

0件 

518件 

 区　　　　分

 一般被保険者

 退職被保険者

 　合　　計

対前年比%  支給額（円）

24,209,293円 

0円 

24,209,293円 

60,000円

399件

413,790円

402件

893,790円

2件

計

△ 100.00

△ 20.18

△ 14.45

△ 100.00

△ 19.45

結核精神給付金葬祭費

対前年比% 

-

対前年比 ％ (円) 対前年比 ％ (円) 対前年比 ％ (円)

 区　　　　分  件　数  対前年比%  支給額（円）

１件当たり費用額 １日当たり費用額

 対前年比% 

△ 15.77

 件　数

518件 

0件 - 0円 

 一般被保険者 1件 - 12,692円 

-

- 　合　　計 1件 - 12,692円 

 退職被保険者
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対象者　３５歳以上の者でかつ国保税の滞納のない者

補助率　人間ドック費用の１０分の７

←再掲

対象：４０～７５歳までの被保険者

令和元年度（速報値、今後10月までデータ精査期間のため法定報告数値とは異なります）

（単位：人）

メタボ 予備群 計 積極的 動機付け 計

443

148

86

36

17

156

９）高額療養費貸付事業

貸付実績　 ０件 ０円

１０）国保運営協議会

役場大会議室

役場議員控室

・令和元年度国保会計決算見込及び、基金の状況について

・医療費の状況について

・令和２年度国保運営について

安曇野市　穂高公民館

講演：「長野県の国民健康保険等の現状について」

   長野県健康福祉部健康増進課　国民健康保険室長　油井　法典

講演：「地域包括ケアシステムの現状と課題」　

　　　国立大学法人　信州大学学術研究院（社会科学系）　教授　井上　信宏

１１）レセプト開示

胃がん
検診

 区　　分

38,500

65件

32,500

500

64件 77件

区　　　分

助成額（円）

35人

27,500

31人

40歳代人数

13人0人

令和２年２月18日

167 5

特定保健指導
対象者数

28 33

メタボリック
予備群数

123 44

古根医院

0人

2人

特定受診率

なし

内　容

　(3) 委員研修会

令和元年10月30日 国保運営協議会委員研修会

　(2) 第２回協議会　　　

篠﨑医院
坂下診療所

特定健診の受診状況

629

2人

集団健診（中部公衆）

受
診
者

医療機関
委託

2人

内
訳

70.43%

 １泊２日

　(1) 胃検診等疾病予防事業補助

件　　　数

60%

　(1) 第１回協議会 令和元年７月30日

特保実施率特保実施率

合計

60%

 男

目標値 法定評価（見込み）

８）保健事業

　(2) 医療費通知事業

500 500 500

特定受診率

55件

マンモ
子宮がん

検診
乳がん検診

内　容

　(4) 特定健康診査・特定保健指導

１，８９１，２９１円

限度額

補助額

継続中

244,000

計

488件

500

大腸がん
検診

32,000

超音波

165件

82,500

500

70歳代

11人

17人

受
診
率
％

男女別

肺がん
検診

62件

31,000

30歳代 60歳代

　　　３０，０００円

　(3) 人間ドック助成事業

・平成３０年度国保事業実績及び決算について

 平成30年11月診療分～令和元年10月診療分を３回に分けて実施

脳ドック 12人

 日帰り 52人

70.43%

対
象
者

・令和元年度国保財政の見通し及び基金状況について

・令和元年度国保保健事業について

 女14人

助成単価（円）

人間ドック他

3人

16人

合計50歳代
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